平成２６年度　第１回大阪府河川構造物等審議会　議事概要
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
日時：平成２６年 ７月３０日
(15:00～17:30)
場所：西大阪治水事務所　１階ＡＢ会議室
会長　京都大学大学院工学研究科　　　教授　戸田圭一

委員　大阪市立大学大学院法学研究科　教授　阿部昌樹

大阪府立大学大学院工学研究科　教授　杉村延広

関西大学社会安全学部　　　　　教授　高橋智幸

京都大学防災研究所　　　　　　教授　平石哲也（ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ出席）
京都大学大学院工学研究科　　　教授　三村　衛
（敬称略）

1．三大水門の津波対策について

【事務局説明】

１－１．　はじめに

○現在の西大阪地区の津波対策については、第一線防潮ラインによる防御を基本としており、防潮堤による防御および高潮用水門を津波で閉鎖し防御する形をとっている。

○また、現在の津波対策事業としては、液状化による防潮堤沈下に対する耐震対策と、水門の耐震対策を実施しているところ。

○また、当面の津波対策として、津波襲来後に三大水門が開閉できなくなる事による「洪水リスク」及び撤去した場合の「高潮リスク」を軽減するため、副水門の開閉機能確保を目的に中央堰柱補強事業を実施しているところ。

１－２．西大阪地区の高潮・津波対策の現状と課題

○「三大水門の強度」についてはL1津波の波力に対して主水門、副水門ともに開閉困難となる可能性があり、主水門については、補強が現地では困難ということが過去の審議会で確認されている。

○「津波襲来後のリスク」については、副水門の開閉機能を確保した後でも、主水門が開閉不可となり、舟運への影響や水質環境の悪化、洪水リスクは残る。

○「三大水門の維持管理」について、三大水門は建設後44年経過しており、高潮用水門の場合は、台風が来ない非出水期に大規模修繕や部分更新を行うことで、長寿命化の目標年数を80年と設定していたが、現在は津波を考慮して、水門閉鎖機能を常時確保する必要がある事から長寿命化工事に課題がある。複数の課題を解決して、今後全ての長寿命化工事を計画的に実施したとしても、遅くともおおむね36年後には新しい施設が完成している必要がある。

１－３．今後の高潮・津波対策の検討について

○「今後の高潮・津波対策の検討」について、津波対策方式を大きく分類すると「水門による防御」「減勢施設による防御」「防潮堤の高さによる防御」に分類される。

○「水門による防御」については現水門の扉体を更新する案と新たな水門を建設する案が考えられ、本日はサンプルとしてこの方式の２つの検討ケースを例示する。

○例示１の「現水門の扉体更新」は、津波対応として河川を仮設で締切した上で、建設当時と逆の手順で扉体を分解、更新する方法。具体には、扉体の仮受台などを主水門の下に組み上げた後、巻上機ガイドアーチを一時撤去し、更新する必要がある。この工事に合わせて巻上機の更新を実施する事は可能。現場工期はおおむね35カ月程度かかると試算しており、工事に必要な金額については条件によって大きく異なるが、おおむね1水門あたり80億円程度必要になる。

また、扉体を更新するとＬ１津波波力に対して開閉機能は確保されるが、津波に有効な「自重降下」「電気制御の単純化」「設備点数の最少化」「構造の単純化」「水門の複数化」等の改造は構造上不可能であり、津波に不向きな点は残る。また、更新しない構造物、例えば、土木構造物や副水門など継続使用となるため、水門全体としての耐用年数を見極める必要がある。

　これらの課題を解決する方法の一つとして、新水門建設も考えられる。この場合の工事費は現位置と仮定して他府県の実績と大水門建設当時の事業費をもとに概算を試算すると1水門あたりおおむね80億から100億程度になると考えている。

○例示２として、新しい水門の検討について例示する。

○新水門についての検討項目は大きく「高潮水門との関係」、「水門位置」、「水門の構造」の三つある。

○「高潮水門との関係」に関しては、高潮の水門と津波用の水門を別にするか兼用化するか、「水門の位置」に関してはメリット、デメリットを整理して見極めていく必要がある。「水門の構造」に関しては、津波用の水門として求められる機能をどれだけ具備できるかが課題になってくる。

○水門の配置に関して、現位置より陸側に設置した場合は、津波をより陸側のほうに遡上させるということになるということ、堤防の高さが今現在水門の内外で完成しており、内側にすればその分の堤防を高くしなければならないということ、水門閉鎖時の降雨の河道貯留量の関係から毛馬排水機場の機能増強が必要であることから、現位置または現位置より海側での検討が望ましいと考えた。

○現位置から海側へ設置した場合のメリット、デメリットは次のとおり。

○「都市機能」「都市防災機能」に関しては、沖にいけばいくほど、メリットがある。

水門の外側に363基の鉄扉があるが、水門を沖に出せば津波時に閉鎖が必要な鉄扉が減っていく。

○港湾機能や新しい水門の規模に関しては、沖に出るほどデメリットになる。

○新しい水門の位置案を５案示す。

○案1は今の三大水門の位置、案2は現位置の下流でそれほど川の幅が広くならない所で設置する案。案3は河口の一番末端で設置する案。案4は水門の設置数を最少とする案。案5は大阪湾の外で守る案である。

○概算金額については、おおまかな概算で、案1、案2であれば200億から300程度ぐらい、案３以上になると1千億オーダーになる見込みで、今後精査していく必要がある。

○参考として、国内外の水門事例という事で、「バイザーゲート」「ローラーゲート」「セクターゲート」「フラップゲート」「上昇式セクターゲート」「スライドゲート」「直立浮上式ゲート」等の形式がある。

○以上例示を踏まえて、津波対策の選択肢としては大きく次のような方式が考えられる。「現水門扉体取替による津波対応」「新しい水門」「防波堤」「津波減勢施設」「防潮堤の嵩上」

○それぞれの選択肢に対する評価の項目に関しては次のような項目が考えられる。

「都市防災機能（水門外鉄扉数・高潮時貯留量）」「都市機能（交通機能・重要施設）」「港湾機能（航路への影響・船舶への影響）」「外力の観点」「維持管理性」「津波適合性」「コストの観点」、「他施設との関係（高潮施設、反射波等）」

○以上、対策手法や評価項目についてのご意見や今後追加して検討すべき手法、評価項目等についてご意見をいただき、次回以降の対策手法の評価、比較等に結びつけていきたい。

【委員意見】

○物理的な減勢効果と長期的にみた最終の費用を両方見た上で、バランスをとって優先順位考えていくべき。新しい水門を作った方が費用は高くなるかもしれないが、長期的に見た場合には結局は安くなる可能性もある。そのためには、どのくらいの時間で対策していくのかという情報が必要。

○津波の観点から言うと、今の三大水門の位置っていうのはそれほど適している所ではなく、もう少し沖側のほうに出す又は海側のほうに出すのが一番良いが、長期的にみた費用とのバランスで考えるべき。

○主水門を全体的に取替るとＬ１津波波力に対しては、開閉機能を確保できるが、それをしたところで、建設後４４年が経過しているので、土木構造物等の寿命からせっかく100億近いお金をかけたのに、あまり長持ちしなかったという事にもなりかねない。

○例えば現在の水門の位置に高潮用の水門を維持しつつ、より沖にもう1個津波用の水門を作るという二重防衛的な発想もあり得ないわけではない。

○人命がかかってくると別だが、費用を考える時に、何も作らなかった場合と何か作った場合とで、建設費用と建設しなかった場合に生じる損害額とを比較した時に、損害額のほうが小さければ作らずに賠償するという発想もある。

○対コストの問題では、現状の施設よりもベターであれば、主要河川でのみ新しい施設を作り、後は作らないという選択肢もある。そういった意味でもコストの情報は必要。

○現水門が高潮用ということで、津波を想定していない為、自重降下機能が無い事や、電源喪失した場合の対応等を考えた時に、もともと設計要件に入ってないものを改造していくというのは、かなり難しい上に、将来、2050年まで長寿命化工事を仮にしたとしても、その辺でやはりもう一度考え直さないといけないということであれば、トータルでのコストを考えた上で計画を立て、津波にしても高潮にしても両方対応できるようなものをうまく考えていく必要がある。

○設備を更新して長寿命化したとしても、2050年までが寿命だということを考えると、何か新しいことを考えていかないと、いつまでも今のかたちのものにこだわっていても、それはせいぜいあと30年ちょっとしかもたない。

○津波が来るのはおそらく確かだと思われるので、それに対してある程度改良を重ねていって、新しい施設を作るとか、前面で少しでも津波の勢いを止めるとか、何らかの対策はやはり今後必要である。

○本日はブレインストーミングというかたちでさまざまな案が出た、今後、新たな津波防御対策として現在の三大水門の寿命とか更新期間を考慮して、新水門や津波減勢施設等をさまざまな場所に作っていくというようなことも当然代替案として考える必要があり、その時には本日出た意見を踏まえて、今後、非常に広域的な面から検討を進めていく必要がある。

２．寝屋川北部地下河川の大深度地下使用について
【事務局説明】
１．寝屋川総合治水対策について
○寝屋川流域は大阪市東部を含む12市にまたがり、流域面積は約270平方キロメートル。東側を生駒山地、西側を上町台地で、北側に淀川、南側に大和川という囲まれたエリアで、流域面積の4分の3が例えば雨水排水ポンプなどを使わないと川に水がはけない、低平地で水はけの悪い地域。
○既成市街地が広がっており、通常の河川改修だけでは浸水を防ぐことができないことから、河川改修と併せて、貯留施設として遊水地などの整備や、流域外への放流施設として分水路・地下河川の整備を進めている。

○この内の地下河川には、北部地下河川と南部地下河川があり、完成した一部区間を暫定的に調節池として供用開始している。北部地下河川では、鶴見立坑から北島立坑までの3.7キロメートル区間で既にトンネルが完成し、古川調整池・北島調整池として供用開始している。
○更に、最上流の北島立坑から讃良立坑までの2.9キロメートル区間についても来年度には供用を開始する予定で、枝線部の鶴見立坑から松生立坑の守口調節池についても、昨年度より事業に着手していることから、残る未着手区間は、最下流部の鶴見立坑からポンプ場までの区間のみ。

○この未着手の区間が繋がれば、地下河川として供用開始できるため、浸水被害に大きく寄与すると考えている。

２．大深度地下使用について

（大深度地下使用を検討するに至った経緯）

○地下河川については、一日も早い地下河川としての供用開始に向けて、この未着手区間の事業着手を急ぐ必要がある。
○特に、北部地下河川については、城北川の取水立坑及び流末のポンプ場の用地が既に確保できており、鶴見立坑から下流の鶴見調節池及び都島調節池の一日も早い事業着手が望まれている。
○現在の計画では、用地の関係から、都市計画道路の地下に設置することになっていることから、都市計画道路の事業進捗が、地下河川の事業着手の重要な要素になってくるが、現時点で、この都市計画道路の事業化の見通しが立っておらず、地下河川の事業着手についても困難な状況となっている。
○そのため、用地取得が必要とならない大深度地下使用についての検討を進めることとし、本審議会に大深度地下を使用することの妥当性について諮ることとした。
（大深度地下使用について）

○大深度地下使用に関しては、法律が、平成13年の4月1日に施行されており、正式名称は「大深度地下の公共的使用に関する特別措置法」という法律。公共の利益になる事業による大深度地下の使用に関して、その要件、手続等について特別の措置を講ずることにより、当該事業の円滑な遂行と大深度地下の適正かつ合理的な利用を図るということが目的になっております。
○その定義は、地表面から40メートルもしくは支持地盤の最も浅い部分、例えば杭基礎の場合とか支持地盤に到達している場合、その支持地盤の最も浅い部分の深さから10メーター下がりの位置で、それより深いところを大深度地下と定義されている。

○この大深度地下の使用に関しては、対象となる地域あるいは事業に制限があり、対象地域は首都圏もしくは近畿圏、中部圏と、この三つの圏域のみに制限されており、近畿圏では大阪府全域が対象地域に該当。また対象事業としては、道路・河川・鉄道・下水など、主に公共事業。
○他事例としては、神戸市の「大容量送水管整備事業」や関東地方整備局の「東京外かく環状道路」、「リニア中央エクスプレス」があり、この内、神戸市の「大容量送水管整備事業」については、既に事業が完了。

○また、地下河川の近接事業として、「（仮称）淀川左岸線延伸部」がある。

○なお、大深度地下使用にあたっては、国の認可が必要となる。

３．大深度地下使用の検討状況について

○大深度地下の使用を適用にあたっては、七つの必要要件を全て満たす必要がある。
○一つ目は、公共的事業であることとなっており、地下河川は河川事業として実施することから、特に問題はないと考えている。

○二つ目は、事業が対象区域の大深度地下で施工されることで、今後、北部地下河川のルートや大深度地下の深さの検討が必要。

○三つ目は、事業の円滑な遂行のため大深度地下を使用する公益上の必要があることということで、費用対効果など、事業効果の検討が必要。

○四つ目は、事業者の意思・能力が十分であることということで、これについては大阪府が国の同意を受けた河川整備計画等に基づいて実施することから、条件を満たしていると考えている。

○五つ目は、事業計画が基本方針に適合することということで、基本方針の中には安全の確保に対する検討や、環境の保全に対する検討といった項目を検討していく必要がある。

○六つ目は、事業により設置する施設・工作物の耐力が政令で定める基準をクリアする必要があるため、今後、構造物、地下トンネルなどの技術的な検討が必要。

○七つ目は、物件の移転・除去が必要な時に、それが困難、不適当でないことということで、今後、現場の周辺の物件調査等の実施、補償の検討が必要。

○地下河川のルート検討については、現時点では都市計画道路の地下に設置する計画としているが、都市計画道路下に設置する場合と設置しない場合での大深度地下使用の取扱いや許可申請に係る手続き等に関する比較検討が必要。

○構造検討については、埋設ルート上の既存建築物、あるいは将来的に設置が予定されるような建築物の荷重条件による比較検討が必要。

○事業費検討は施工方法及び延長等による費用比較の検討。既存施設の影響検討は、設置予定ルート上にある既存建築物や深井戸などへの影響、また大規模地下施設の杭基礎などとの離隔距離の確保などについて検討が必要。
○大深度地下ルートについては、基本的に用地取得の必要が無いことから、城北取水立坑から排水機場を直線で結ぶ最短ルートと、これまでの都市計画道路下の二つのルートを基本として検討を進めたい。
○大深度地下の深さの特定については、今後、土質調査や大規模地下施設調査が必要となる。大深度地下では、支持地盤の特定にあたり、原則Ｎ値50以上の深さの把握と地盤特性などを定量的に判断する必要がある。併せて、大規模地下施設の調査により、ルート上の既設構造建築物の地下室、基礎ぐい等の状況の把握・調査を行い、大深度地下の上面の位置を特定していくことが順序として必要になってくる。

○これまで、既存建築物や土質、活断層、地下水等について調査を実施してきた。

○今後は、既存の調査結果に加え、追加を含む必要な調査及び内容について、ご意見等をいただき、調査を急ぐとともに、調査結果を踏まえ、改めてご審議いただきたいと考えている。
【委員意見】
○計画されているエリアが概ね特定されていることから、広域的な地盤の特定については、他機関、例えば、関西地盤情報活用協議会のデータベースなども活用し、地盤の特定や特性などを把握すればよい。その後、詳細にルートに沿ったボーリング調査を実施すればよいのでは。
○また、断層については、活断層図でも一応全ての活断層が横切っていないが、地層が上町断層に向かって傾いているのは、過去の地震の影響であるため、上町断層で地震が発生すれば、その影響を受ける可能性があることから、継手の追従性など、頭に入れておいた方がよい。
○Ｎ値50以上の工学的基盤についても、完璧に把握できているわけではないので、もしも調べる必要があるならどういう方法で調べるのか、少し検討が必要ではないか。

（取りまとめ）

○事務局が示した二つのルートを基本として検討を進めていくこと、各委員の意見を踏まえ、必要な調査を進めること。
○また、寝屋川北部地下河川の審議が新たに追加され、二つの大きな諮問事項を効率的に審議するためには、それぞれを部会のかたちで、形式で審議するべきではないかと考えます。事務局は、当審議会規則の第7条に基づく部会設置に向けた手続きを進めること。

参考資料４
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